	パートタイマー
就業規則

株式会社　クオリス



（目的等）
第1条　 この規則は、株式会社クオリス（以下「会社」という。）の従業員のうち、パートタイマーについての労働条件、服務規律その他就業に関する事項を定めるものである。

２　パートタイマーは、この規則を遵守し、信義に従い誠実に権利を行使し、及び義務を履行すべきものであり、その債務の本旨に従った労務の提供を心がけなければならない。

（本規則で適用するパートタイマーの定義）

第2条 　この規則における従業員（パートタイマー）とは、パートタイマー契約によって採用された者（アルバイトを含む。）で、正規従業員（正社員）より１日あるいは１週間の就業時間が短い者や基本給が時間給・日給の者であって、期間を定めて雇用されるもの及び期間の定めのない者や無期労働契約に転換した者をいう。（登録型ホームヘルパーを含む。）
（労働条件）

第3条 　パートタイマーの労働条件は、この規則に定めるところによる。ただし、パートタイマーと会社が、個別の労働契約において、この規則の内容と異なる労働条件を合意していた部分については、当該労働契約による労働条件がこの規則を下回る場合を除き、個別の労働契約による労働条件を優先する。

２　この規則に定める労働条件及び服務規律等は、法律の改正及び経営環境の変化その他の業務上の必要により、変更することができる。

（雇用期間・試用期間）

第4条　 パートタイマーの雇用期間を定める場合は原則として１年以内の期間とし、労働条件通知書（労働契約書）において個別に示す。
２　パートタイマーの試用期間は入社後３か月間（期間の定めのある者は１か月以内）とする。この試用期間中に次の各号のいずれかに該当し、パートタイマーとして不適当と認められるときは、会社は採用を取り消し、本採用を行わない。
（１）遅刻、早退、欠勤が多く休みがちである等、出勤状況が悪いとき
（２）上司の指示に従わない、同僚との協調性がない、やる気が無い等、勤務態度が悪いとき
（３）健康状態が悪いとき（精神状態も含む）
（４）業務遂行能力が低いまたは悪いとき
（５）その他前各号に準じる場合のとき、または解雇事由等に該当するとき

３　本条の有期で定めた雇用期間は、個別の労働契約により定めた契約期間満了日に終了する。ただし、個別の労働契約で更新する契約の場合がある。
（労働契約書及び採用決定時の提出書類）

第5条　 新たにパートタイマーとなった者は、労働契約書又は労働条件通知書の内容をよく理解して、これに署名をし、会社に提出した後でなければ就労してはならない。

２　新たにパートタイマーとなった者は、最初の出勤日に次の書類を提出しなければならない。ただし、会社が認めた場合は、提出期限を延長し、又は提出書類の一部を省略することができる。

(１)　雇用管理情報の取扱いに関する同意書

(２)　源泉徴収票（入社の年に給与所得のあった者に限る。）

(３)　年金手帳（既に交付を受けている者に限る。）

(４)　雇用保険被保険者証（既に交付を受けている者に限る。）

(５)　給与所得の扶養控除等（異動）申告書

(６)　健康保険被扶養者届（被扶養者がいる者に限る。）
(７)　行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下「番号法」という。）の施行規則で定める書類

(８)　その他会社が必要とする書類

３　前項の規定に基づき会社に提出された書類は、次の各号の目的のために利用する。

(１)　所得税及び社会保険料の控除

(２)　健康管理
(３)　番号法で定める社会保険関係、税務関係等に関する事務

(４)　その他雇用管理の目的の達成

４　提出書類の記載事項に変更があったときは、直ちに会社へ届け出なければならない。

５　提出書類に不正があった場合は、採用を取り消すことがある。

（労働条件の明示）

第6条　 会社は、パートタイマーとの労働契約の締結に際し、労働条件通知書（労働契約書）を交付して及びこの規則を周知して、次の各号に掲げる事項を明示する。

(１)　労働契約の期間

(２)　パートタイマーの労働契約に期間の定めがあるときは、当該契約の更新の有無及び更新がある場合におけるその判断基準

(３)　就業の場所及び従事する業務

(４)　始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休日及び休暇

(５)　賃金の決定、計算及び支払の方法、賃金の締切日及び支払の時期並びに昇給及び降給

(６)　定年、退職となる事由、退職の手続、解雇の事由及び解雇の手続並びに退職金制度の対象の有無

(７)　退職金制度の対象となるパートタイマーにあっては、退職金の決定、計算及び支払方法並びに退職金の支払時期

(８)　昇給の有無

(９)　退職金の有無

(10)　賞与の有無

（職種の限定及び業務内容・職場の変更）

第7条　 パートタイマーの職種は、原則として、労働契約書又は労働条件通知書に定めるものとする。ただし、会社は、業務の都合により、パートタイマーが担当する業務内容や職場を変更することがある。

（正社員への転換）

第8条　 継続６か月以上勤務する本規則で定めるパートタイマーであって、本人が希望するときは、正社員（正規雇用）に転換させることがある。
　　２　転換時期は随時とする。
　　３　転換させる場合の要件、基準は次のとおりとする。
　　（１）正社員と同様の勤務時間、勤務日数で勤務が可能な者
　　（２）健康（心身）状態が良好で、欠勤や休職中でない者
　　（３）直近６か月以内に無断欠勤のない者
　　（４）所属長の推薦があり、会社が行う口述試験及び面接試験に合格した者
（転換後の処遇）

第9条　 正社員転換後の労働条件は、正社員の就業規則によるものとする。

２　正社員としての勤続年数を計算する場合、パートタイマーとしての勤続年数は通算しない。ただし、年次有給休暇の付与要件及び付与日数を計算する場合は、この限りでない。

３　転換後の職務の内容に著しい変動があるときは、試用期間を設けることがある。

（無期労働契約への転換）

第10条　会社における有期労働契約期間を通算した期間（以下「通算契約期間」という。）が５年を超える有期パートタイマーであって、引き続き雇用を希望するものは、会社に対し、期間の定めのない労働契約へ転換すること（以下「無期転換」という。）の申込みをすることができる。

２　前項の申込みをしたときは、申込みをした有期パートタイマーは、現に締結している労働契約が満了する日の翌日から無期パートタイマーとなる。

３　無期パートタイマーの労働条件は、現に締結している有期労働契約の内容である労働条件（契約期間及び定年の定めを除く。）と同一のものとする。ただし、無期パートタイマーの同意を得た場合には、この限りではない。

４　無期転換の申込みは、現に締結している有期労働契約の契約期間が満了する日の１か月前までに、書面で行わなければならない。

５　新たな労働契約を締結したことにより、通算契約期間が５年を超えることとなる有期パートタイマーであって、将来的に引き続き雇用されることを希望するものに対し、会社は、現に締結している有期労働契約の契約期間が満了する日の１か月前までに、無期転換の申込みをするよう勧奨することができる。
（服務の基本原則）

第11条　会社は社会的な存在と認識し、会社の使命達成のため全力を挙げ誠実に職務を遂行し、パートタイマーは社会人として社会的なルール及びマナーを当然守らなければならない。

２　パートタイマーは、この規則及びその他の諸規程を遵守し、業務上の指揮命令に従い、自己の業務に専念し、業務運営を円滑に行うとともに、相互に協力して職場の秩序を維持しなければならない。また、パートタイマーは、相互の人権及び人格を尊重し合い、快適な職場環境を形成していかなければならない。

３　パートタイマーは、この規則を守り、服務に精励しなければならない。これに抵触したときは、この規則による注意処分を行う。
（服務規律）

第12条　パートタイマーは、次の各項に掲げる義務を遵守し、労働時間及び職務上の注意力の全てを職務遂行のために用いて服務に精励しなければならない。

(１)　この規則及び労働契約書や労働条件通知書に定められた事項を遵守すること。

(２)　所属長の指示命令に従うとともに、仕事中の私語、私行為を慎むこと。

(３)　会社の内外を問わず会社の名誉を害し、又は信用を傷つけ、若しくは同僚を中傷する等会社の人間関係に悪影響を与えないこと。

(４)　会社の機密事項、特定個人情報等を他に漏らさないこと。

(５)　整理整頓、職場の清潔保持に努め、同僚に明るく接し、迷惑をかけないこと。

(６)　安全衛生に関する事項を守り、事故防止に努めること。

(７)　会社の設備、機械、器具、物品、製品、書類、記録媒体等を大切に取り扱うこと。

(８)　身だしなみを整え、所定の服装を守り、従業員としての自覚をもって行動すること。
(９)　精神及び身体に悪影響を及ぼすと思われる薬物等を摂取して仕事をしないこと。
(10)　与えられた仕事は責任をもって遂行すること。

(11)　他の従業員と相互に協力して、会社の業務の円滑な遂行に努め、利己的態度をとらないこと。
(12)　勤務時間中に職務上の必要がないにもかかわらずＳＮＳにアクセスしたり、職務と関係のないＷＥＢサイトを閲覧しないこと。
(13)　事業場内外を問わず、在職中、退職後においても会社・取引先等の秘密情報、企画案並びに顧客情報等の個人情報、従業員の個人情報（個人番号等を含む。）、ＩＤ及びパスワード等（以下「秘密情報」という。）を第三者に開示、漏洩、提供又は不正に使用しないこと。
(14)　秘密情報をコピー等して事業場外に持ち出さないこと。
(15)　ＩＤカードを会社の許可なく他の従業員に貸与しないこと。
(16)　会社の許可なく私物のパソコン、携帯電話等、その他電子機器類に顧客に関する情報、その他秘密情報を記録しないこと。
(17)　暴力団員、暴力団関係者その他反社会的勢力と関わりをもったり、交流したり又はそのように誤解される行為をしないこと。
(18)　事業場内の商品・廃棄物、その他販促品等の物品をロッカー等の個人スペースに保管したり、外部に持ち出したりしないこと。
(19)　金銭、商品の取扱いについては特別の注意を払い、不正行為や会社に損害を与える行為はしないこと。
(20)　事業場内で勤務する場合は、所定のユニホームやバッジ等の装着を義務付けされている場合は、それを装着して勤務すること。
(21)　勤務時間や勤務日を自身の判断で勝手に変更しないこと。
(22)　この規則及び会社の指揮命令に従うこと。

(23)　その他、業務の正常な運営を妨げ若しくは職場の秩序を乱し、又は顧客、取引先等に不快感を与えるような行為を行わないこと。
　２　ソーシャルメディアを利用する際には、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。
(１)　会社の信用を失墜させるような発信はしないこと。

(２)　会社及び他者の技術上、営業上、経営上の機密情報を発信しないこと。
(３)　会社、同僚、お客様及び取引先その他他人に対する中傷は発信しないこと。
(４)　人種、宗教、性別等に関する中傷、特定の個人に対する侮辱やプライバシーを侵害する内容、わいせつな内容を発信してはならないこと。
(５)　会社のロゴや商標を、会社の許可なく使用せず、その他、著作権、商標権、肖像権等の第三者の権利を尊重し、侵害しないこと。
(６)　会社に関連した事柄を発信する際には、身元（氏名、必要な場合には当社での所属）を明らかにし、一人称で行うこと。また、「このサイトの掲載内容は私個人の見解であり、会社の立場や意見を代表するものではありません」との免責文を入れること。
(７)　つねに誠実な態度で良識のある発信を行うこと。
(８)　発信して良いか迷ったら、所属長又は会社に相談すること。
３　会社は、必要に応じてその理由を明示して、所持品検査等を行うことができる。この場合は、パートタイマーはこれに応じなければならない。
　　４　パートタイマーは会社の許可なく私物のモバイルパソコン及びスマートフォン等（以下「個人端末」という。）を業務に使用してはならない。
（セクシュアルハラスメント等の禁止）

第13条　パートタイマーは、他の従業員の権利及び尊厳を尊重し、セクシュアルハラスメント（性的な言動により他の従業員の働く環境を悪化させ能力の発揮を妨げる等の行為により、他の従業員の職業生活を阻害する行為）、パワーハラスメント（職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を背景に、業務の適正な範囲を超えて、精神的・身体的苦痛を与える又は職場環境を悪化させる行為）及び職場内でのいじめその他これらに該当すると疑われるような行為を行ってはならない。また、セクシュアルハラスメント又はパワーハラスメントに対する従業員の対応により当該従業員の労働条件につき不利益を与えることも禁止する。
（注意処分等）

第14条　パートタイマーが、第１２条（服務規律）及び前条（セクシャルハラスメント等の禁止）に違反したときは、口頭又は書面による注意処分を行う。この場合において、その顛末を会社が把握する必要があるときは、始末書を提出させる。

２　前項の処分があったにもかかわらず、改善がみられないときは、会社は、当該パートタイマーを解雇し、又は次期の契約更新を行わない。
（始業・終業の時刻並びに休憩時間）

第15条　所定労働時間は、１週間４０時間以内及び１日８時間００分以内の範囲で個別契約にて定める。

２　原則となる始業及び終業の時刻は次のとおりとし、本人の希望、勤務態様等を勘案して、この範囲内で個別に定め、労働契約書又は労働条件通知書に明記する。
　　　　　　始業時刻　午前９時００分　　終業時刻　午後６時００分
　　　　　　　（休憩時間　午後０時００分から午後１時００分）
３　毎月の各人の勤務日、勤務時間は勤務表により定める。その場合においても、１
週間は４０時間以内、１日は８時間以内とする。

４　休憩時間は原則として６０分以内とし個別に定める所定労働時間に基づいて決定する。
５　会社は業務の都合上やむを得ない場合または災害等により、所定時間外に勤務及び勤務時間の繰り上げ又は繰下げをさせることがある。
（休憩時間の利用）

第16条　パートタイマーは、前条の休憩時間を自由に利用することができる。ただし、職場秩序及び風紀を乱す行為、施設管理を妨げる行為その他服務規律に反する行為を行ってはならない。

（所定休日）

第17条　パートタイマーの休日は、次の通りとする。
　　　　個別契約により週１日以上の休日を定める

２　業務の都合により４週を通じ４日を下らない範囲で休日を振り替えることがある。この場合、振替日は４週間以内の日としてあらかじめ定める。
３　会社は業務の都合上又は本人の希望により許可したときは、勤務日を途中で変更することがある。
４　会社は、緊急かつやむを得ない事由があるときは、所定の休日に勤務させることがある。
５　各人の休日は、毎月１日を起算日とする勤務表を作成して明示する。
（所定外労働、休日出勤及び深夜労働）

第18条　パートタイマーは、原則として、所定労働時間を超える労働及び所定休日の出勤を禁止する。ただし、やむを得ない事情があり、会社が命ずるときは、この限りでない。

２　前項の所定労働時間を超える労働時間が労働基準法の制限を超えるときは、会社は従業員代表と書面による協定を締結し、これを所轄の労働基準監督署長に届け出たうえで、法定労働時間を超えて労働させることができる。
（割増賃金を支払う場合）

第19条　所定外労働をさせた場合において、次の各号に掲げる時間があるときは、時間外割増賃金を支払う。

(１)　１日については、８時００分を超えて労働した時間

(２)　１週間については、４０時間００分を超えて労働した時間（前号の時間を除く。）
２　前項の時間を計算するときは、１日又は１週間の労働時間は実労働時間を用いるものとし、欠勤、早退のほか、年次有給休暇（時間単位年休を含む。）の時間を含めない。

３　第１項第２号の１週間は、日曜日を起算日とする。
（出張）

第21条　会社は、業務上必要とする場合は、パートタイマーに出張を命じることがある。
　　　出張その他業務上の必要から勤務している当該施設以外で労働する場合で、労働時間を算定しがたいときは、所定の労働時間を労働したものとみなす。ただし、当該業務を遂行するためには、通常所定労働時間を超えて労働することが必要になる場合においては、当該業務に関して、その遂行に通常必要とされる時間を労働したものとみなす。
（年次有給休暇）

第22条　所定労働日（前１年間又は入社時は入社後６か月間で）の８割以上出勤したパートタイマーに対しては、週所定労働日数（週所定労働日数が一定しない者は年間所定労働時間）に応じて、次表に定める年次有給休暇を付与する。この場合において、週所定労働時間が３０時間未満であり、週所定労働日数が４日以下又は年間所定労働日数が２１６日以下の者に対する年次有給休暇の日数は、その者の所定労働日数に応じて比例した日数とする。
	週所定労働日数
	１年間所定労働日数
	勤　続　期　間

	
	
	６か月
	１年
６か月
	２年６
か月
	３年
６か月

	５日以上
	217日以上
	10日
	11日
	12日
	14日

	４日
	169～216日
	７日
	８日
	９日
	１０日

	３日
	121～168日
	５日
	６日
	６日
	８日

	２日
	73～120日
	３日
	４日
	４日
	５日

	１日
	48～72日
	１日
	２日
	２日
	２日


	週所定労働日数
	１年間所定労働日数
	勤　続　期　間

	
	
	４年
６か月
	５年
６か月
	６年
６か月以上

	５日以上
	217日以上
	16日
	18日
	20日

	４日　　
	169～216日
	12日
	13日
	15日

	３日　　
	121～168日
	9日
	10日
	11日

	２日　　
	73～120日
	6日
	6日
	7日

	１日　　
	48～72日
	3日
	3日
	3日


２　付与日数は、入社日から起算して上記の表中の勤続期間を満たす日（基準日）に、当該勤続期間に応じた日数を付与する。
３　パートタイマーが年次有給休暇を取得するときは、原則として１週間前までに所定の手続により、会社に届け出なければならない。

４　年次有給休暇は、所定の出勤日以外の日について取得することはできない。

５　年次有給休暇の有効期間は、付与日から２年間とする。なお、使用順序は、前年に付与された有給休暇から使用するものとする。
６　年次有給休暇の日については、その日の所定労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金を支払うものとし、その日は通常の出勤をしたものとして取り扱う。
７　本条で定める有給休暇で１０日を超える日数のパートタイマーについて、５日分については本人の意見を聴き会社が時季を指定（毎年基準日から１年以内の期間）して付与することがある。５日分について本人が有給休暇を取得し、または計画的付与が行われた日数分は５日から差し引くものとする。
（公民権行使の時間）

第23条　パートタイマーが勤務時間中に選挙その他公民としての権利を行使するため、また、公の職務に就くため、請求したときは、それに必要な時間又は日を与える。ただし、業務の都合により、時刻を変更する場合がある。

２　前項の時間または日は、原則として無給とする。
（産前産後の休暇）

第24条　６週間以内（多胎妊娠の場合は１４週間以内。以下本項において同じ。）に出産予定の女性パートタイマーが請求したときは、産前６週間以内の休暇を与える。

２　産後は請求の有無にかかわらず、出産日から８週間の休暇を与える。ただし、産後６週間を経過し、本人から請求があった場合には、医師により支障がないと認められた業務に就かせることがある。

３　産前産後の休暇の期間は無給とする。

（母性健康管理のための休暇等）

第25条　妊娠中又は産後１年を経過しない女性パートタイマーから、母子保健法に基づく通院休暇の請求があったときは、法定の休暇を与える。ただし、不就労日または不就労時間に対する部分は無給とする。

２　妊娠中又は産後１年を経過しない女性パートタイマーから、医師等の指導に基づく勤務時間等に関する措置についての申出があったときは、所定の措置を講ずることとする。ただし、不就労時間に対する部分は無給とする。

３　第１項の請求及び前項の申出をする者は、医師等の指示又は指導内容が記載された証明書を会社に提出しなければならない。

（生理日の就業が著しく困難な女性パートタイマーに対する措置）

第26条　生理日の就業が著しく困難な女性パートタイマーが請求したときは、１日又は半日若しくは請求があった時間における就労を免除する。

２　前項の措置による不就労日または不就労時間に対する部分は無給とする。
（育児時間）

第27条　生後１年未満の子を育てる女性パートタイマーが請求したときは、休憩時間のほかに、３０分の育児時間を１日２回（１日の所定労働時間が４時間以内の者は１回）与えるものとする。

２　前項の措置による不就労時間に対する部分は無給とする。
（育児休業及び育児短時間勤務）

第28条　パートタイマーは、育児・介護休業規程及び育児介護休業労使協定に定めるところにより、育児休業を申し出ることができる。ただし、労使協定により、その適用が除外されている者を除く。
２　パートタイマーは、育児・介護休業規程及び育児介護休業労使協定に定めるところにより、育児短時間勤務を申し出ることができる。ただし、労使協定により、その適用が除外されている者を除く。

３　育児休業の期間及び育児短時間勤務の適用により短縮された所定労働時間に対する部分は無給とする。

（介護休業及び介護短時間勤務）

第29条　パートタイマーは、育児・介護休業規程及び育児介護休業労使協定に定めるところにより、介護休業を申し出ることができる。ただし、労使協定により、その適用が除外されている者を除く。
２　パートタイマーは、育児介護休業規程及び育児介護休業労使協定に定めるところにより、介護短時間勤務を申し出ることができる。ただし、労使協定により、その適用が除外されている者を除く。

３　介護休業の期間及び介護短時間勤務の適用により短縮された所定労働時間に対する部分は無給とする。
（子の看護休暇及び介護休暇）

第30条　小学校就学の始期に達するまでの子を養育するパートタイマーが、育児介護休業規程及び育児介護休業労使協定に定めるところにより、負傷し、又は疾病にかかった当該子の世話をするため、又は当該子に予防接種や健康診断を受けさせるため、会社に申し出たときは、年次有給休暇とは別に、当該子が１人の場合は一年度につき５労働日、２人以上の場合は一年度につき１０労働日を限度とし、子の看護休暇を与えるものとする。ただし、労使協定により、その適用が除外されている者を除く。

２　要介護状態にある対象家族を介護するパートタイマーが、その介護のため、又は当該対象家族の通院等の付添い、当該対象家族が介護サービスの提供を受けるために必要な手続の代行その他の対象家族に必要な世話のため、会社に申し出たときは、第２２条に規定する年次有給休暇とは別に、当該対象家族が１人の場合は一年度につき５労働日、２人以上の場合は一年度につき１０労働日を限度とし、介護休暇を与えるものとする。ただし、労使協定により、その適用が除外されている者を除く。

３　子の看護休暇及び介護休暇の期間は無給とする。
（特別休暇）

第31条　パートタイマーが次の各号の一に該当するときは、それぞれに定めた日数の特別休暇を与える。
　　（１）配偶者、本人の子、本人の父母が死亡したとき　　　　　　　　　　　　２日
　　（２）配偶者の父母が死亡したとき　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１日
　　２　特別休暇を請求する場合は、原則として事前に届け出て許可を受けなければならない。
　　３　本条に定める特別休暇を取得した日については、通常の賃金を支払う。
　　４　特別休暇の利用は連続する日とし、その期間内に休日が含まれる場合は、その休日も含んだ日数とする。
（業務上の傷病による休業）

第32条　パートタイマーが業務上の傷病（通勤災害を除く）による傷病のために必要な場合は、会社は当該療養に必要な休業を本人の請求に基づいて与える。
　　２　前項の休業期間で最初の３日間については、無給とし労働基準法に定める休業手当を支給する。また４日目以降の休業日については賃金は無給とし、パートタイマーは労働者災害補償保険法に基づいて休業補償給付を請求することとする。
（業務上の都合による休業）

第33条　業務上の都合または天災地変等やむを得ない事由により、通常の業務ができないときは、パートタイマーの全部または一部について臨時に休業させることがある。
　　２　前項の場合、賃金は無給とし法令で定める平均賃金の６割を休業手当として支払う。
（賃　金）
第34条　賃金は、時給制とし、当月１日から当月末日までの分を翌月２７日に支払う。支払日が金融機関の休日に当たるときは、その前日に支給する。
２　賃金の構成は、基本給、処遇改善手当、通勤手当、時間外割増賃金、深夜割増賃金、休日割増賃金とする。詳細は次のとおりとする。

　(１)　処遇改善手当は、下記の通り支給する。（添付書類の「処遇改善手当について」による。）
①　非常勤職員については、常勤職員へ毎月支払われる分を控除して、残りの加算算定額を登録ヘルパー及び対象従業員の常勤換算数を用いて按分決定した額を勤務実態に応じて一時金として支給する。
②　登録型ホームヘルパーについては、「処遇改善手当について」のとおり通常の賃金額に加算して支払い、また一時金により賃金を改善する。
　(２)　通勤手当は、会社が認める公共交通機関により通勤する必要があると会社が認めた場合は、通勤に通常要する１か月分の費用実費（最短経路で最安値の経路での計算）を支給する。ただし、所得税の非課税限度額を上限とする。
　(３)　時間外割増賃金、深夜割増賃金、休日割増賃金は、法令の定めにより支給する。

３　パートタイマーの基本給は、勤務時間に応じた貢献割合を考慮しつつ、本人の業務の内容、責任の程度、職務の成果、意欲、能力又は経験等を勘案して各人別に別紙の職能給月額表により決定する。

４　遅刻、欠勤、早退に係る時間の賃金は支払わない。ただし、会社がやむを得ないと認める理由による場合は、この限りでない。

５　退職金は、原則として、支給しない。
（勤務時間の計算・出退勤）

第35条　給料計算においては、賃金計算期間の各日の勤務時間数を合計して賃金計算をするものとする。
　　２　登録型のホームヘルパーの出退勤時刻の記録は、原則として実績表に記録することとする。

　　３　訪問介護サービスに従事する登録ホームヘルパーで、自宅から利用者宅に直接出向きサービス終了後に自宅へ直帰するホームヘルパーについては、会社の指示に基づく所要の業務連絡を行わなければならない。
（賞与）

第36条　原則として賞与は支給しない。
（退職金）

第37条　退職金は支給しない。
（退　職）

第38条　パートタイマーが、次の各号のいずれかに該当するに至ったときは退職とし、次の各号に定める事由に応じて、それぞれ定められた日を退職の日とする。

(１)　労働契約の期間が満了したとき…契約期間満了日。ただし、その翌日に新たに労働契約を締結したときは、引き続き雇用する。

(２)　本人が死亡したとき…死亡した日

(３)　本人の都合により退職を願い出て会社が承認したとき…会社が退職日として承認した日

(４)　前号の承認がないとき…退職届を提出して２週間を経過した日

(５)　退職につき労使双方が合意したとき…合意により決定した日　　
(６)　期間の定めのないパートタイマーが定年に達したとき（満６０歳の誕生日の前日の属する賃金計算期間の締日）、ただし定年後継続再雇用は就業規則の定めの各条項を準用する。　　
(７)　従業員の行方が不明となり、１か月以上連絡が取れない場合であって（会社に届出の無い欠勤が1か月に及んだ場合を含む。）、解雇手続きをとらないとき…１か月を経過した日
（自己都合による退職手続）

第39条　パートタイマーは、民法第628条の規定にかかわらず、労働契約の期間中いつでも自由に退職することができる。ただし、次項に定めるところによる。

２　パートタイマーが自己の都合により退職しようとするときは、２週間前までに、会社に申し出なければならない。退職の申出は、やむを得ない事情がある場合を除き、退職届を提出することにより行うものとする。

３　退職の申出が、所属長により受理されたときは、会社がその意思を承認したものとみなす。この場合において、原則として、パートタイマーはこれを撤回することはできない。

（契約更新の上限年齢）

第40条　パートタイマーが、その契約期間満了日において、正社員の定年年齢を超えるときは、原則として、新たな労働契約は締結しない。

（無期転換パートタイマーの定年）

第41条　無期転換パートタイマーの定年年齢は、無期転換契約は６５歳誕生日までで定年は６５歳の誕生日が属する契約期間の終了日とする。
（解　雇）

第42条　パートタイマーが次のいずれかに該当するときは、解雇とする。

(１)　精神又は身体の故障、又は虚弱、傷病、その他の理由により業務に堪えられないとき又は労務提供が不完全であると認められるとき。

(２)　協調性がなく、注意、指導しても改善の見込みがないと認められるとき。

(３)　職務の遂行に必要な能力を欠き、就業に適さないと認められるとき。
(４)　勤務意欲が低く、又は勤務成績、勤務態度、業務能率等が不良で業務に適さないと認められるとき。

(５)　正当と認められる理由のない遅刻、早退、欠勤及び直前の休暇の届出等があり、労務提供が不完全であると認められるとき。

(６)　第１２条（服務規律）の違反があり、改善の余地がないと認められるとき。

(７)　懲戒事由に該当するとき。

(８)　事業の縮小又は廃止その他会社の経営上やむを得ない事由があるとき。

(９)　天災事変その他やむを得ない事由により、事業の継続が不可能となり、雇用を維持することができなくなったとき。

(10)　刑法やその他法令に反する行為を行ったとき。
(11)  前各号に準ずるやむを得ない事由があるとき。

２　前項各号のいずれかに該当した場合であって、会社がその情状を認め解雇しなかったときであっても、次期の契約を更新しないことがある。
（解雇予告）

第43条　会社は、前条の定めによりパートタイマーを解雇する場合は、３０日前に本人に予告し、又は平均賃金の３０日分に相当する予告手当を支給する。

２　前項の予告日数については、平均賃金を支払った日数だけ短縮する。

３　解雇制限その他の解雇に関する事項については、労働基準法に定めるところによる。
（制裁）

第44条　パートタイマーが次の各号に該当するときは、制裁を行う。
(１)　本規則に違反したとき
(２)　会社または上司の指示、命令に従わなかったり違反したとき
(３)　素行不良で会社の風紀や秩序を乱したとき（パワハラやセクハラに該当する
　　ときを含む）
(４)　正当な理由なく欠勤、遅刻、早退、私用外出、職場離脱等をしたとき
(５)　故意に業務の効率を阻害し、業務の遂行を妨げたとき
(６)　業務上の指示、命令に違反したとき
(７)　許可なく会社の物品を持ち出し、または持ち出そうとしたとき
(８)　金銭の横領やその他刑法等の法令に触れる行為があったときやおそれのある
　　とき
(９)　故意または過失により会社に損害または不利益を与えたとき
(10)　職務上の怠慢によって災害事故を起こしたとき
(11)　経歴を偽りその他不正な手段を用いて採用されたとき
(12)　その他当会社のパートタイマーとしてふさわしくない非行があったとき
(13)　その他前各号に準ずる不適切な行為があったとき
　（制裁の種類と程度）

第45条　前条の規定による制裁はその情状により次の区分に従って行う。
(１)　訓戒　　　説諭し、将来を戒める。

(２)　戒告　　　始末書を取とり将来を戒める。
(３)　減給　　　始末書をとり、賃金を減ずる。ただし、減給の１回の額は当該パートタイマーの平均賃金の１日分の半額以内で、総額が一賃金支払期における賃金の総額の１０分の１を超えない範囲とする。
(４)　出勤停止　始末書をとり、出勤を７日以内停止とし、その期間の賃金を支給しない。
(５)　懲戒解雇　予告期間を設けることなく、即時解雇する。この場合に労働基準監督署長の認定を受けたときは、予告手当を支給しない。
　　２　前項の制裁のほか、パートタイマーが会社に損害を及ぼしたときは、その損害額を賠償させることがある。また、本人に賠償能力が不足するときは、身元保証人等に対して代位弁済請求をすることがある。
（表彰）

第46条　パートタイマーが次の各号の一に該当する場合は、審査の上表彰することがある。
(１)　永年勤続し、その勤務成績が優秀で他の模範となるとき

(２)　業務上有益な研究、工夫等の考案があったとき
(３)　災害を未然に防止し、または災害の際に特に功績のあったとき
(４)　会社の運営上に顕著な功績があったとき
　　２　表彰は表彰状を授与する。また副賞として賞品または賞金を付すことがある。
（災害時の措置）

第47条　パートタイマーは、火災その他災害を発見し、またはその危険を予知したときは、臨機の措置をとるとともに、直ちに上司におよび関係者に連絡し、互いに協力しその災害の拡大を防止するように努めなければならない。
（就業禁止）

第48条　会社は、次の各号のいずれかに該当する者については、会社が指定する医師の意見を聴いたうえで、その就業を禁止する。

(１)　病毒伝ぱのおそれのある伝染性の疾病にかかった者

(２)　心臓、腎臓、肺等の疾病で労働のため病勢が著しく増悪するおそれのあるものにかかった者

(３)　前各号に準ずる疾病で厚生労働大臣が定めるもの及び感染症予防法で定める疾病にかかった者

(４)　パートタイマーの心身の状況が業務に適しないと会社が判断したとき。

(５)　当該パートタイマーに対して、国等の公の機関から、外出禁止又は外出自粛の要請があったとき。
（健康診断等）

第49条　常時雇用されるパートタイマーに対しては、入社の際及び毎年１回定期的に健康診断を行う。会社は、健康診断の結果を本人に速やかに通知するとともに、異常の所見があり、必要と認めるときは、就業の制限その他健康保健上必要な措置を命ずることができる。
（災害補償）

第50条　パートタイマーが業務上負傷し、または疾病にかかったときは、労働基準法及び労働者災害補償保険法の規定に従い補償を受けることができる。

（社会保険等の加入）

第51条　法令に定める加入要件に該当する者は雇用保険、健康保険及び厚生年金保険に加入するものとする。

２　前項の社会保険等の加入は、パートタイマーは、これを拒否することはできない。
（慶弔金）

第52条　パートタイマーの慶弔の届出により、慶弔金を支給することがある。金額は、勤続年数、資格、職責、世間の相場等を勘案して、その都度決定する。
（弔慰金）

第53条　会社に貢献したと、会社が認めたパートタイマーが在職中に死亡した場合は、弔慰金を支給することがある。金額は、会社に対する貢献度合い、勤続年数、資格、職責等を総合勘案して、その都度決定する。
（福利厚生）

第54条　会社はパートタイマーの福利厚生については、正社員と同様の扱いをする。
（教育訓練）

第55条　会社がパートタイマーに業務上必要な教育訓練を実施することがある。その場合、当該パートタイマーは、正当な理由がなく拒否することはできない。
（公益通報者等の保護）

第56条　会社は、従業員から組織的又は個人的な法令違反行為等に関する相談又は通報があった場合には、公益通報者保護法などの法令により適切かつ迅速に処理を行う。

（相談窓口）

第57条　会社は、この規則に関する事項や日常業務における問題点等の相談及び苦情の申出については適宜受け付ける体制を整えると共に、必要に応じて専門の相談窓口を設置するものとする。
（規則の変更）

第58条　この規則を改訂するときは、あらかじめ会社の全従業員の過半数を代表する者の意見を聴くものとする。この場合において、会社は、パートタイマーの過半数を代表する者の意見も考慮する。
附　　則
　１　この規則には、次の規程が付属する。
（1） 育児介護休業規程
　２　この規則は、令和２年３月１日から施行する。　　　　　　　　

